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要約

　疫学研究は、感染症、がん、循環器疾患をはじめとし

て数多くの疾患における危険因子を解明し、われわれの

健康に対して大きな寄与と貢献を果たしてきた。そうし

たなかで、社会的要因と健康の関連性に着目する社会疫

学研究に対する関心の高まりが指摘されている。具体的

には、文化、社会システムなどの社会構造要因が集団、

あるいは個人の疾病罹患や健康状態に与える影響を明ら

かにする学問であり、個人レベルの要因が主たる視座で

ある従来の疫学的アプローチに対し、社会レベルの要因

も加味した新たなアプローチである。そのなかでも、近

年、社会疫学研究の関心のひとつである地域における人

間関係の特徴を包含するソーシャル･キャピタル研究に

対する関心が学術分野だけでなく、政策レベルにおいて

も非常に高まっている。そこで、本研究においては、諸

外国におけるソーシャル･キャピタル研究の実証的なエ

ビデンスに基づく健康に及ぼす影響をふまえ、今後のわ

が国における社会疫学的アプローチの健康政策への適用

に関して考察したものである。

ソーシャル・キャピタル概念に基づく社会疫学研究の健康政策への展開

濱野　強１），藤澤由和２）
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Abstract

Epidemiology has made important contributions on several occasions in the past. On the 
other hand social epidemiology that focuses on several social factors has been one of the 
main concerns for public health research. Social epidemiology is defined in the following; 

“The branch of epidemiology that studies the social distribution and social determinants of 
states of health”. The reason for that social epidemiology can answer the new research 
question. In other words, we can show what kind of social factors have effect on individual 
and population health. In this study, we focused on social capital to introduce the concept of 
social epidemiology, and begin by outlining the conceptual motivation behind social 
epidemiology. And then introduce the evidence of social capital research and discuss the 
implication for health policy.
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Ⅰ．はじめに

　疫学（epidemiology）とは、「特定の集団における健康

に関連する状況、あるいは事象の分布あるいは規定要因

に 関 す る 研 究（The study of the distribution and 

determinants of health-related status or events in 

specified populations, and the application of this study 

to control of health problems）」と定義されている１）。た

とえば、米国の代表的な疫学研究のひとつであるフラミ

ンガム研究（Framingham study）においては、高血圧

や喫煙など複数の危険因子（risk factor）が集積するこ

とにより心血管疾患の発症リスクが飛躍的に上昇するこ

とが示されている２）。今日においては、感染症、がん、循

環器疾患（脳血管疾患や心疾患など）をはじめとして数

多くの疾患における危険因子の解明がなされ、われわれ

の健康に対して大きな寄与と貢献を果たしてきた。

　そうした背景のなかで、近年、社会疫学（social 

epidemiology）に対する関心の高まりが指摘されている。

社会疫学とは、「健康状態の社会内分布と社会決定要因

を研究する疫学の一分野（The branch of epidemiology 

that studies the social distribution and social 

determinants of states of health）」と定義されている３，４）。

具体的には、文化、社会システムなどの社会構造要因が

集団、あるいは個人の疾病罹患や健康状態に与える影響

を明らかにする学問である４）。したがって、上述のとお

り個人レベルの要因が主たる視座である従来の疫学的ア

プローチに対して、社会レベルの要因も加味した新たな

アプローチが社会疫学研究であると指摘できる。

　社会疫学への世界的な潮流は１９９０年代において確立さ

れており３）、たとえば英国の代表的な社会疫学研究のひ

とつであるホワイトホール研究（Whitehall study）では、

職業階層と死亡率について関連性が示されてきた５）。そ

の一方で、わが国においても２００３年以降より社会疫学へ

の関心の高まりが示されており、国内医学論文情報デー

タベースによる「社会疫学」をキーワードとした検索に

おいては、２００３年の１０件を契機として現在では８６件に至

る現状が明らかとなった。

　社会疫学研究の関心である社会構造要因としては、社

会階層、ジェンダー、人種、文化、差別、ソーシャル・

ネットワーク、ソーシャル・キャピタル、所得格差、貧

困、社会政策などが示されている４，６）。わが国において

も、こうした諸要因が健康に対していかなる影響を及ぼ

すかについては近年、議論の高まりが示されており７，８）、

そのなかでも地域における人間関係の特徴を包含する

ソーシャル･キャピタル（Social Capital）研究に対する

関心が国外においては学術分野だけでなく、政策レベル

においても非常に高まっている。そこで、本研究におい

ては、諸外国におけるソーシャル･キャピタル研究の実

証的なエビデンスに基づき健康に及ぼす影響を考察し、

今後のわが国における新たな社会疫学的アプローチの健

康政策への適用に関して検討を行なうことを目的とし

た。

Ⅱ．社会疫学研究の実際

　社会疫学への関心の高まりを背景として、近年、健康

に影響を与える要因として、社会的な要因（social 

determinants of health）に着目した研究の必要性が提唱

されている。こうした潮流のなかで、地域の社会的な要

因を示す概念であるSocial Capital（以下、ソーシャル･

キャピタル）が学術分野だけでなく、近年、地域づくり

などの政策領域においてもその重要性が指摘されてい 

る９，１０）。ソーシャル・キャピタルとは、「人々の協調行動を

活発化することによって社会の効率性を高めることので

きる信頼、規範、ネットワークといった社会組織の特徴」

と定義されており１１，１２）、わが国においても定量的な把握

に基づく政策展開への広がりが示されている１３）。なお、

ソーシャル・キャピタルの日本語表現に関しては，社会

的資本、社会関係資本などが散見されるが、いまだ定訳

がないため一般的にソーシャル・キャピタルという表現

が主として用いられている１４，１５）。

　米国国立医学図書館が提供しているPubmedを用いて

「social capital AND health」をキーワードとして検索し

たところ、論文数は１９９７年に４件であったが５年後の累

積論文数は１２１件、さらに１０年後には４４９件と飛躍的な増

加を示している（図１）。そこで、本稿においては、諸外

国における実証的な知見について、分析モデルに基づき

以下の２種類に区分し、検討を行なうものとした。

１．　エコロジカル研究（Ecological study）

　エコロジカル研究において用いられている主たる健康

アウトカムと、その代表的な論文を表１に示した。健康

図１　累積論文数および年度毎の論文数の推移
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分野におけるソーシャル・キャピタル研究の契機として

は、Kawachi（１９９７）らのエコロジカル研究を指摘でき

る。なお、エコロジカル研究とは、目的変数、および説

明変数が地域レベルの変数を用いて分析を行なうもので

ある。具体的にKawachiらは、州レベルのソーシャル･

キャピタルと州レベルの死亡率との関連性について検証

を試みており、ソーシャル・キャピタルの低さと死亡率

の高さについて論じている１６）。さらには、平均寿命や

AIDS有病率などの健康アウトカムについてもソーシャ

ル・キャピタルとの関連性において議論が展開されてい

る。なお、ソーシャル・キャピタル指標としては、信頼

やメンバーシップによる検討を行っており、たとえば

Kawachiらの論文において指摘されているように、地域

内の信頼が低い場合、その地域における死亡率が高いと

いう帰結をもたらしている。その一方で、わが国におけ

る実証的知見は非常に限られているが、健康アウトカム

として主観的健康、および心の健康とソーシャル・キャ

ピタル指標の関連が示されている１７，１８）。以上の点をふま

えると、エコロジカルな視座に基づく関連性の検証にお

いては、ソーシャル・キャピタルは健康アウトカムにポ

ジティブな影響を及ぼす可能性を有していると結論され

よう。

　ただし、地域レベルの変数に限られるエコロジカル研

究での知見は、「地域レベルで認められた変数間の関連

は、必ずしも個人レベルで存在する関連を表すものでは

ない」という生態学的錯誤（ecological fallacy）が生じる

可能性を有していることから、健康政策への適用に関し

ては未だ議論の余地を有している。

表１　エコロジカル研究の概要

年結果
健康

アウトカム

分析

単位

ソーシャル・

キャピタル
研究対象国

１９９７

不信頼、メンバーシッ

プと死亡率の間には有

意な関連

死亡率州
不信頼

メンバーシップ
アメリカKawachi, et al

２００３
不信頼と死亡率の間に

は有意な関連
死亡率郡不信頼ハンガリーSkrabski, et al

２００３

Social Capital Indexと

AIDS有病率の間には

有意な関連

AIDS有病率州Social Capital IndexアメリカHoltgrave, et al

２．マルチレベル研究（Multilevel study）

　そうしたなかで、近年、生態学的錯誤を克服しうるマ

ルチレベルなデータ構造に基づく研究が展開されてい 

る１９）。その理由として、エコロジカル研究において明ら

かにできない「地域の社会的要因であるソーシャル･キャ

ピタルが、個人の健康にどのような影響を与えているの

か」という、地域レベル（ソーシャル・キャピタル）と

個人レベル（健康アウトカム）の要因を加味した検証が

可能になる点を指摘できる。より具体的には、地域間に

おける健康格差に対して、それが地域という文脈

（context）に内在し、そのレベルで測定される要因に起

因している可能性が考えられるのか、一方でこうした地

域間におけるばらつきは構成効果（compositional effect）

により生じている可能性（不健康に罹りやすい特性を

持った人が、単にその地域に集まっている状況）につい

て明らかにすることが可能となる。

　マルチレベル研究において用いられている主たる健康

アウトカムと、その代表的な論文を表２に示した。ソー

シャル・キャピタル研究におけるマルチレベル分析の契

機としては、Subramanianら（２００２）の研究を指摘でき

る。具体的には、地域レベルのソーシャル･キャピタル

と個人レベルの主観的健康について検証を試みてお 

り２０）、個人レベルの構成効果を調整したうえでの文脈効

果の影響が明らかにされている。すなわち、個人レベル

では社会経済的要因（収入、教育）の強い影響が示され

ているが、これらの構成効果を考慮しても、文脈効果で

ある地域レベルのソーシャル・キャピタル（信頼）が高

いほど、個人の主観的健康が良好であるという帰結が示

されている。さらには、近年、飲酒、喫煙などの健康行

動との関連性についても議論が展開されているが、欧米

諸国とアジア諸国においては差異が示されている。すな

わち、ソーシャル・キャピタルが必ずしも健康行動に対

してポジティブな影響を及ぼさず、時にはネガティブな

影響を及ぼしうる可能性が示唆されている２１）。以上の点

をふまえると、マルチレベルな視座に基づく関連性の検

証においては、ソーシャル・キャピタルは健康アウトカ

ムにポジティブ、ネガティブの両面の影響を及ぼす可能

性を有していると結論されよう。
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Ⅲ．社会疫学研究に基づく健康政策への可能性

　本研究においては、県庁のホームページよりデータの

二次利用が可能であった長崎県内の市町村における心疾

患の年齢調整死亡率（人口１０万人当たり）を例として、

社会疫学の視座より健康政策への展開を考えてみる２２）。

図２は、各市町村における年齢調整死亡率について、

GIS（Geographic Information System）のツールを用い

て示したものである。なお、色の濃い市町村において

は、人口１０万人当たりの死亡率が多いことを意味してお

り、その一方で色の薄い市町村においては少ない現状を

示している。こうした状況において、各市町村における

健康政策の展開としては、ハイリスク・ストラテジー

（high risk strategy）、もしくはポピュレーション・スト

ラテジー（population strategy）に基づく活動が行われ

ているものと考えられる。

　ハイリスク・ストラテジーとは、問題の疾病について

ハイリスクである者を集団の中で特定し、それらの者の

リスク因子を修正する戦略である２３）。たとえば、わが国

では、２００８年４月より健康保険組合を実施主体として、

生活習慣病の特定健康診査と特定保健指導が実施されて

おり、健康診査においてメタボリックシンドローム、あ

るいはその予備軍とされた対象者については保健指導

（特定保健指導）の実施が義務付けられているが、これ

はその典型例としてみることができる。しかしながら、

ハイリスク・ストラテジーにおけるアプローチは特定集

団におけるリスクの減少に対しての寄与は非常に大きい

ものの、集団全体におけるリスクの減少に対しては非常

に限定的であり、図３に示すとおりハイリスク群以外の

少なからずリスクを有している者については何ら対策を

講じないことになる。

表２　マルチレベル研究の概要

年結果
健康

アウトカム

分析

単位

ソーシャル・キャピタル

（個人レベルの調整変数）
研究対象国

２００２
信頼と主観的健康の間

には有意な関連

主観的

健康
近隣

信頼

（年齢、性別、学歴、収入、人種、

ソーシャル・キャピタル）

アメリカ
Subramanian, 

et al

２００６
信頼と主観的健康の間

には有意な関連

主観的

健康
近隣

信頼

（性別、年齢、暮らし向き、ソー

シャル・サポート、信頼、参加）

イギリスPoortinga, et al

２００６

助け合いと非喫煙・適

正飲酒の間には有意な

関連

非喫煙

適正飲酒
近隣

助け合い

（性別、年齢、暮らし向き、ソー

シャル・サポート、信頼、参加）

イギリスPoortinga, et al

図２　佐賀県内の市町村における心疾患の

年齢調整死亡率の分布　　　

図３　ハイリスク・ストラテジーのイメージ
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　その一方でポピュレーション・ストラテジーとは、集

団全体を標的とし、リスクが低い方へ集団の分布自体を

シフトさせようと努める戦略である２３）。したがって、集

団全体のリスクの減少に対して寄与しうる対策であり、

たとえば環境整備（施設の禁煙化・公園や歩道の整備な

ど）、税・経済的誘導（たばこ税の値上げ、保険の優遇措

置など）が指摘されている２４）。そうしたなかで、社会的な

要因を視座に入れた社会疫学研究における成果は、新た

なポピュレーション・ストラテジーの展開においてその

一助を担うものと考えられる。

　すなわち、近年の社会疫学研究の進展を契機として、

集団レベル、及び個人レベルの危険因子と個人レベルの

健康アウトカムに関するアプローチが理論的、かつ技術

的にも精査されているなかで、従来、主としてエコロジ

カルなレベルにおいて検討がなされてきたポピュレー

ション・ストラテジーのより詳細な議論が可能になる。

より具体的には、第一に文脈効果が健康アウトカムに及

ぼす影響の非一様性（contextual heterogeneity）に関す

る検討であり、たとえば特定の集団にとってはポジティ

ブな影響を及ぼす文脈効果が、別の集団ではネガティブ

な影響を及ぼす状況を想定した議論が可能となる。第二

には、個人レベルの要因と地域レベルの要因との相対的

な影響の大きさに関する検討であり、個人の健康アウト

カムの相違について、文脈効果と個人特性の相互作用に

基づく議論が可能となる。

　さらには、本稿において示した社会構造要因のひとつ

であるソーシャル・キャピタルと健康に関する研究より

両者の間には一定の関連性が示されている点を考慮する

と、従来、個人に焦点をおいて検討されてきた従来の健

康政策について、社会構造要因を組み込んだより広い視

座から健康政策を再構築することは十分に可能であると

考えられる。たとえば、地域における健康教育の展開を

考えた場合には、ハイリスク者を対象とした運動教室、

栄養教室などにおける指導が行政主体で展開されてき

た。ただし、一連のハイリスク・ストラテジーの限界と

して、いかにして個人の自主的な活動の継続へと喚起

し、支援するかという論点が示されており２５）、ソーシャ

ル・キャピタル概念の健康教育への適応はひとつのブレ

イクスルーになるものと考えられる。つまり先行研究に

おいても上述のとおり、横断研究における知見という限

界は有しているが健康行動との関連が示されており、ハ

イリスク・ストラテジーとソーシャル・キャピタルの醸

成というポピュレーション・ストラテジーを総合的に展

開することにより、新たな健康政策の方向性を提示しう

る可能性が考えられる。

　ただし、本稿において示したソーシャル・キャピタル

と健康については、未だ横断的な視点に基づく検証が行

われている段階にあり、健康政策への具体的な企画・立

案においてはいまだ課題を有している。また、社会疫学

研究における実証的な知見での主たる健康アウトカムは

個人の主観に基づく指標であることから、健康政策への

適用を考え場合にはより一層の検討が必要であり、今後

は、このような課題の克服に資するアプローチが強く望

まれる。

Ⅳ．おわりに

　近年、社会疫学に対する関心の高まりが指摘されてい

る。従来の個人レベルの要因において検討がなされてき

た健康問題に対して、社会レベルの要因も加味した新た

なアプローチは、より広い視座から健康政策を展開して

いく可能性を有しているものと考えられる。その一方

で、社会疫学研究が健康政策に寄与しうるためには、メ

カニズムを具体的に提示する必要があり、そのためにも

今後は学際的な取り組みに基づくデータセットの構築

と、適切な手法に基づく分析が必要であると考えられ

る。

　本研究は平成２０年度国土政策関係研究支援事業助成金

「社会環境的側面を加味した安全・安心な国土形成の構

築に関する研究（研究代表者：濱野強）」、平成２０年度科

学研究費補助金（若手研究（A））「ソーシャル･キャピタ

ルと健康の関係性に関する実証的研究基盤の確立とその

展開の研究」（研究代表者：藤澤由和）、平成２０年度新潟

医療福祉大学研究奨励金（発展的研究）「地理学・人口統

計学的地区分類に基づく新たな社会調査論の提案」（研究

代表者：濱野強）における研究成果の一部をとりまとめ

た。
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